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１Ｄ１９

日本の工作機械産業における持続的競争優位の要因分析

○柿谷鈴菜，長谷川光一，桐田陽介（大阪工業大学）

 はじめに

近年、日本の製造業は厳しい競争環境に置かれ

ている。半導体、家電製品など、かつて世界を席

巻しながら、海外勢の追撃を受け、存在感を低下

させた業界は少なくない。しかし、そうした状況

下においても、日本の工作機械業界においては、

依然として高い競争力を維持している。永井

(2022)は日本の工作機械産業が世界的に高い競争

力を有している理由について、①工作機械が「す

り合わせ型」製品であること、②国内に自動車な

ど優れたユーザーが多数存在し、そのニーズに応

える形で機能・性能を向上させてきたこと、③開

発力が高く、ユーザーの設計や素材の変更等にき

め細かく対応できることなどが挙げられている。

ドイツは日本と並び世界有数の工作機械生産国

であるが、ドイツでは「日本のように多くの大手

企業が競い合っている状況にはない」と指摘し、

企業間の競争構造においては日本と違いがある

としている。本研究では、この指摘を起点に、日

本の主要な工作機械メーカーがどのような競争

を展開しているのかを、特許情報を用いて分析し、

競争戦略の違いや共通点を明らかにすることを

目的とする。 

 分析手法

本研究では、国内の工作機械メーカーの競争戦

略の特徴を各社の特許1出願状況から把握するこ

とを試みる。 
特許情報を企業の研究開発活動等を把握する

ために使用することには利点と欠点が存在する。 
特許情報を利用することの利点として、扇谷

(2021)は、競合企業ごとに特許情報分析をすれば、

当該企業の研究開発力等の見える化ができるこ

と、定量的な分析を通じて、注力している技術領

域や各社の強み・弱みを確認することができるこ

とを挙げている。また、特許情報は過去から現在

までの技術開発の流れを追跡できるため、時間軸

に沿った企業の戦略変遷を分析することが可能

である。 
一方で欠点は以下の通りである。特許情報だけ

では企業の全体的な戦略を完全に把握すること

 
1 本研究では、特許と実用新案を総称して 
「特許」と表記する。 

は難しい。ブランド力、デザイン、サービスとい

った無形資産は、意匠権や商標権といった他の知

的財産権で保護されており、また、営業秘密・ノ

ウハウなどは、秘密管理のもと企業内で活用され

ているため、特許情報から読み取ることは難しい。

このため、特許情報に基づく分析結果だけで企業

の競争優位性を判断することには限界があるこ

とも事実である。また、特許出願の内容が一般に

公開されるのは、原則、出願の日から 1 年 6 月経

過後であり、最新の研究開発動向を把握するには、

一定のタイムラグが生じる恐れがある。 
このように利点と欠点はあるが、本研究では利

点に注目し、特許情報を用いて分析を行う。 
 

 分析対象

分析対象として、国内の総合大手工作機械メー

カーである「オークマ株式会社（以下、オークマ

という。）」、「株式会社牧野フライス製作所（以下、

牧野フライス製作所という。）」、「ヤマザキマザッ

ク株式会社（以下、ヤマザキマザックという。）」、

「DMG 森精機株式会社（以下、DMG 森精機とい

う。）」の 4 社を取り上げることとした。分析に用

いるデータは、年毎の変化を見るため、長期にわ

たるものとした。中央光学出版株式会社が提供す

る CKS-Web を用いて、期間を 2023 年以前（出

願日基準）とし、各社の特許出願に関するデータ

を出力した。このデータを用い、各企業の出願状

況について、国際特許分類（IPC）に着目して分

析を行う。 
 
 基本項目集計結果

本章では、各社の特許取得に関する基本的な特

徴を把握するべく、各社の特許情報に関して基本

的な集計を行った。表１は、2003 年から 2022 年

までに出願された各社の出願件数・権利存続件数
2・出願件数に対する審査請求率・審査請求率に対

する登録率・主要 IPC を記載したものである。主

要 IPC は、各企業の出願の特徴を把握するため、

当該期間に出願された公報に記載された筆頭 IPC
（サブクラスレベル）のうち、件数の多い上位 3
件を抽出した指標である。図１は、1980 年から

2023 年にかけて、各社の出願件数の推移を示し

2 2024 年 9 月 22 日時点での件数。 
権利存続件数のみ J-PlatPat にて集計した。 
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ている。以下、各社の出願動向について概観する。 
 

・ オークマ 
出願件数は約 1150 件、現在存続している権利は

約 510 件である。審査請求率は 82.2％で、他 3 社

と比較するとやや低い水準にある。審査請求率に

ついても、他 3 社が 90%を超えているのに対し、

オークマは 82.2%と低いことがうかがえる。出願

されている主な技術分野は、B23Q(工作機械の細

部)、G05B(制御系または調整系一般)、B23B(旋盤)
である。 

1980年から1990年にかけて他社と比較して圧

倒的な数の出願を行っていることが特徴的であ

る。最大のピークは 1990 年で、他の 3 社を大き

く上回る出願件数である。その後は件数が減少し、

2000 年代前半以降は年間 100 件未満で安定した

出願を行っている。 
 

・ 牧野フライス製作所 
出願件数は約 460 件、現在存続している権利は

約 350 件である。審査請求率が 96.3%と他 3 社と

比較して非常に高く、出願件数に対する権利存続

件数も多いことが特徴的である。出願されている

主な技術分野は、B23Q、G05B、B23H(工具とし

ての電極を使用し、工作物に高密度の電流を作用

させることにより行う金属加工)である。 
1990年から1991年に急激な件数増加が見られ

たが、それを境に件数は、減少傾向にある。2000
年代前半以降の出願件数は、10〜30 件程度で安

定した出願を行っている。 
 

・ ヤマザキマザック 
他 3 社に比べて出願件数が最も少なく、約 230

件となっている。審査請求率や登録率ともに、他

社と比較して中程度の水準である。出願されてい

る主な技術分類は、B23Q、B23K(ハンダ付または

ハンダ離脱)、B23B である。 
1980年代中頃から1991年までは出願件数が年

間 50件を超えていた。2005 年以降の出願件数は、

数件～十数件と他社と比較して件数が少ない。 
 

・ DMG 森精機 
出願件数が約 1210 件と、他 3 社の中で最も多

く、特にヤマザキマザックと比較すると 5 倍以上

の件数となっている。審査請求率や登録率ともに、

他 3 社と比較して中程度の水準である。出願され

ている主な技術分野は、B23Q、G05B、B23B で

ある。 
1980年から1990年代前半は他社と比較して出

願件数が少ない。一方で、2018 年から 2020 年に

かけて急激に増加していることが特徴的である。 

 
表表  11：：各各社社ににおおけけるる出出願願件件数数・・権権利利存存続続件件数数・・  

審審査査請請求求率率・・登登録録率率・・主主要要分分類類  

 
 

 
図図  11：：各各社社ににおおけけるる出出願願件件数数のの推推移移  

 
 調査分析の応用集計結果

本章では、4 章での基本項目の集計結果を踏ま

え、それぞれの出願に付与されている筆頭 IPC に

着目して分析を行った。 
まず、過去 40 年間（2022 年以前）に行われた

出願において出現した筆頭 IPC（クラスレベル）

の分類数の合計を算出した（表 2）。表 2 によれ

ば、オークマが最も多岐にわたる技術分野で出願

を行っており、一方で牧野フライス製作所は特定

分野に集中していることが予測できる。これによ

り、技術分野の広がりについて、各社で違いがあ

ることが判明した。 
 

表表  22：：各各社社ににおおけけるる技技術術分分野野のの広広ががりり  

 
 

 技術分野の集中度推移

市場集中度や専業度を測るために用いられる

指標であるハーフィンダール指数（以下、HHI と
称する）を計算し、各企業における技術分野の集

中度を測定した。ここでは、HHI が高い場合、特

定の技術分野に出願が集中していることを意味

し、技術開発領域が狭いことを示唆すると仮定す

る。図 2 では、縦軸に HHI、横軸に出願年(年)を
とり、1983 年以降、5 年ごとの各企業における技

術分野集中度（筆頭 IPC クラスレベル）の推移を

示している。 
オークマにおいては、HHI がどの年代でも 0.2

～0.4 の範囲に収まっており、他の 3 社に比べて

 オークマ 牧野フライス

製作所 
ヤマザキ 
マザック DMG 森精機 

出願件数(件) 約 1150 約 460 約 230 約 1210 

権利存続件数(件) 約 510 約 350 約 150 約 730 
出願件数に対する 
審査請求率(%) 82.2 96.3 91.0 90.3 

審査請求数に対する

登録率(%) 82.5 88.2 82.5 86.4 

主要分類 
(サブクラス) 

B23Q 
G05B 
B23B 

B23Q 
G05B 
B23H 

B23Q 
B23K 
B23B 

B23Q 
G05B 
B23B 

 

オークマ 
牧野 

フライス 
製作所 

ヤマザキ 
マザック 

DMG 
森精機 

48 22 32 36 
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技術開発領域が広いことが推測される。 
牧野フライス製作所は、2005年頃はHHIが 0.8

付近と高い値であったが、2020 年頃には 0.3 付近

まで低下している。 
DMG 森精機は、1980 年頃は HHI が 0.8 付近

と高い値であったが、2020 年頃には 0.3 付近まで

低下している。 
牧野フライス製作所および DMG 森精機は、

HHI が高い値から低い値に変化したことから、技

術開発領域を拡大させたことがうかがえる。 
ヤマザキマザックは、HHI が若干の増加傾向に

あり、他 3 社と比較して、依然として高い値であ

ることから、特定の技術分野へ集中した出願が行

われていると考えられる。 
 

 

 
図図  22：：各各社社  技技術術分分野野集集中中度度のの推推移移  

((筆筆頭頭 IIPPCC ククララススレレベベルル))  
 

 技術分野の構成比推移

 5.1 の結果を踏まえて、各企業における筆頭

IPC（クラスレベル）の構成比の推移を分析した。

図 3 から図 6 では、縦軸に構成比(％)、横軸に出

願年(年)をとり、1983 年以降、5 年ごとの各企業

における技術分野構成比の推移を示している。 
 
オークマ（図 3）は、他 3 社と比較して、B23

の分類が 1980 年代から 50％前後を維持しており、

その他の 50％前後で G01、G05、H02 など多岐

にわたる分類を長年にわたって出願しているこ

とがうかがえる。2018 年-2022 年の区間に B25
の分類の割合が増加していることが読み取れる。 

牧野フライス製作所（図 4）は、2007 年以前、

B23 の分類が 80％前後を占めていたのに対して、

2008 年以降は 60％～70％前後と割合が減ってい

る。代わりに、G01 や G05 といった分類の割合

が増加している。 
ヤマザキマザック（図 5）は、B23 の分類がど

の年代も大きな割合を占めている。2007 年以前

は、多岐にわたる分類の出願をしていた一方で、

2013 年以降は、B23 や G05 の分類に集中した出

願を行っていることがうかがえる。 

DMG 森精機（図 6）では、1983 年-1987 年の

区間で出願された分類は 5と非常に少ない一方で、

次年度以降の分類数は 10 を超えている。2018 年

-2022 年の区間では、B25 の分類が前年以前と比

較して増えていることが読み取れる。 
  

 
図図  33  

 
図図  44  

 
図図  55  

 
図図  66  

 
 注力技術分野

5.2 での結果を踏まえて、各社が直近 5 年（2018
年～2022 年）で特に注力している技術分野を特

定するため筆頭 IPC をサブクラスレベルで分析

した。具体的には、2018 年から 2022 年で 5 件以
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上の出願がされ、かつ、2012 年から 2017 年の合

計出願件数と比較した際に、2018 年から 2022 年

の合計出願件数が 1.5 倍以上となっている分類を

抽出した（表 3）。表 3 のなかで、青字で示してい

る分類は、各社最も増加率が高いものである。 
 

表表  33：：各各社社注注力力ししてていいるる技技術術分分野野  

 
 

本分析より、各社が注力していると思われる技

術分野と、それらの共通点や相違点が読み取れた。

共通点としてしてはオークマ、牧野フライス製作

所、ヤマザキマザックが B23B の技術分野に注力

していることやオークマ、DMG 森精機が B25J
の技術分野に注力していること、が挙げられる。

各社の相違点として、F のセクションについて、

オークマはF16Nの技術分野に注力しているのに

対し、牧野フライス製作所は F16C の技術分野に

注力していることやオークマのみがG01Bの技術

分野に注力していることが挙げられる。 
 

 新規参入技術分野

注力している技術分野のほか、新たに参入した

技術分野がどれくらいあるのか、またそれはどの

ような分類であるのかを調べるべく、2018 年か

ら 2022 年の間で、これまで出願されたことのな

かった技術分野での出願について筆頭 IPC をサ

ブクラス単位で集計した（表 4）。DMG 森精機が

最も多い出現数 8 であり、オークマ、ヤマザキマ

ザックが 2、牧野フライス製作所が 1 という結果

となった。具体的な分類としては下記表 4 に示す

通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 

表表  44：：各各社社新新規規にに参参入入ししたた技技術術分分野野  

 
 

 考察

以上、4 社のデータを用いての分析結果を提示

した。これらの分析結果から、以下の 2 点が推測

できる。 
 

・ 1980 年代から 2020 年に至るまでの主要 4 社

の研究開発動向は大きく 3 つのパターンに分

類できる。 
パターン 1 長期にわたって多岐にわたる

技術開発を行ってきた企業（オークマ） 
パターン 2 技術開発領域を徐々に拡大し

てきた企業（牧野フライス製作所、DMG 森

精機） 
パターン 3 徐々に特定の技術分野へ集中

してきた企業（ヤマザキマザック） 
 

・ 全体的に、工作機械の基礎となる B23 の分類

に関する技術開発を基盤としつつ、測定や制

御といった G01、G05 の分類の技術開発にも

注力する傾向が見られた。 近年では、さらに

多様な技術分野への展開を図る企業も現れて

いることから、工作機械業界における技術開

発の多様化がさらに進んでいくのではないか

と推測される。 
 

ただし、本分析は筆頭 IPC のサブクラスレベル

での分析であるため、より詳細な技術開発の動向

や各社の強み・弱みを把握するためには、さらな

る深掘りが求められる。 
 
 本研究の課題

本研究では、工作機械業界の主要 4 社に関する

特許情報を分析し、各社の技術開発動向や競争優

位性の源泉を探求した。その結果、特許情報から

読み取れる各社の共通点と相違点については見

いだせたものの、競争優位性の源泉の特定につい

ては難しいと思われた。 
今回の研究では、総合大手工作機械メーカー

社を対象としたため、このような結果となったが、

兼業メーカーとして工作機械を手がけている企

業やベンチャー企業などを含めると異なる結果

が生じると思われる。

企業名(分類数) 分類 説明 

オークマ(4) 

B23B 旋削；中ぐり 

B25J マニプレータ；マニプレータ装置を持つ小室 

F16N 潤滑 

G01B 長さ，厚さまたは同種の直線寸法の測定；角度の測定… 

牧野フライス 

製作所(2) 

B23B 旋削；中ぐり 

F16C 
軸；たわみ軸；たわみ被覆の中で運動を 

伝達するための機械的な手段… 

ヤマザキマザック

(3) 

B23B 旋削；中ぐり 

B23K ハンダ付またはハンダ離脱；溶接… 

G05B 制御系または調整系一般… 

DMG 森精機(5) 

B23K ハンダ付またはハンダ離脱；溶接… 

B23Q 工作機械の細部 

B25J マニプレータ；マニプレータ装置を持つ小室 

G05B 制御系または調整系一般… 

G05D 非電気的変量の制御または調整系 

 

企業名 出現数 分類 
オークマ 2 B22D、C25D 

牧野フライス

製作所 
1 B60Q 

ヤマザキ 
マザック 

2 B23F、F01D 

DMG 森精機 8 
B60B、B60L、B61B、B62D、 
F16K、F25B、G01N、H01R   
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本研究では筆頭 IPC サブクラスまでの分析に

とどまり、より詳細な比較には限界があった。IPC
メイングループ・サブグループでの細分化された

分類やテーマコードなどを対象とした分析を行

うことで、各社の技術的な強みをより深く理解す

ることが可能になると考えられる。また、特許出

願件数が多い分野が必ずしも競争優位に直結す

るとは限らない。特許情報には、営業秘密・ノウ

ハウ、ブランド力、デザイン・サービスといった

要素は反映されにくいため、市場における競争力

の評価には、特許情報以外の多角的な分析が不可

欠である。本研究は、工作機械業界の競争環境を

理解するための基礎的な知見を提供するに留ま

る。今後、より詳細な特許分析や、財務データ、

市場調査データなどを組み合わせることで、より

包括的な競争戦略の全容の解明を予定している。 
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